

















































(2005 年 8 月から 2007 年 11 月まで ) を追ってい
くこととしたい。また、途中、第 5 回審議会 (06







れている (2008 年 10 月現在。1市 4町の人口の合
計は約 33 万 5,000 人 )。
「合併新法」（市町村の合併の特例等に関する





07 年 11 月まで計 7 回にわたり開催された。第 1
回「合併審」(05 年 8 月 2 日 ) では、旧合併特例
法下での県内市町村の合併経緯（1999 年 3 月か
ら 2006 年 3 月までに県内市町村数は 49 から 33
に減少した。市町村数の内訳は市 14、町 19、村








２．検討対象市町村として「1 市 5 町」を提示（第
2 回・第 3 回「合併審」）











し、同年 11 月～ 12 月に実施。アンケートの部数
は 5,000 部。調査内容は合併の必要性や理由、合
併の組合せや時期など）、地域懇談会の実施内容
（同年 11 月～ 12 月。上記各地区ごとに実施）、同
年9月から11月にかけて行われた首長等アンケー
ト結果（対象は当時の県内全市町村長 44 人及び
全市町村議会議員 909 人の合計 953 人）が提示さ
れた。
第 3 回「合併審」（06 年 2 月 16 日）において
は、まず先の県民アンケートの調査結果として、
市町村の住民サービスについて「満足している」
(51.9% )・「不満である」(33.0% ) や、合併につい
て「関心がある」(75.9% )・「関心がない」(23.1% )
































３．「組合せ」案としての「1 市 2 町」の提示と「1
市 5 町」への含み（第 4 回・第 5 回「合併審」）




口約 10 万 3,000 人）、「組合せ 3」として「真岡市・


































第 1 回審議から、いわゆる「3 点セット」（各
種データ分析・アンケート調査・地域懇談会）に
接した「合併審」の一委員の考えとして、栃木地





















































































で県内 33 市町中 29 位である。それに対して























































































6 回・第 7 回「合併審」）
第 6回「合併審」(07 年 2 月 8 日 ) において、「構
想に係る検討対象地区の拡大等について」( 協議









こと、③首長議員アンケート ( 小山市 ) や県民ア











第 7 回「合併審」(07 年 11 月 13 日 ) において、
「構想対象市町村の組合せの追加について」( 協議


















その後、08 年 7 月に岩舟町で行われた 1 市 5
町の合併か 1 市 1 町 ( 佐野市、岩舟町 ) の合併
かを問う住民投票において、後者が前者を大幅
に上回った (1 市 1 町に賛成が 5,492 票で 61.18%
の得票率。1 市 5 町に賛成が 3,485 票で得票率は
38.82% )。これを受けて 1 市 5 町の合併から岩舟
町は離脱し、佐野市との合併を目指すこととなっ
160 中　村　祐　司
た。また、1 市 5 町を支持した町長は辞任した。





年 10 月現在 )。
おわりに―「全方位的関係者協議会」の設置を―
















確かに、なぜもっと 1 市 5 町 ( 現段階では 1 市






















































































（12 月 21 日）、「栃木市地域懇談会」（12 月 26 日）、
「宇都宮市地域懇談会」（12 月 27 日）に、さらに
後になって追加開催された「小山市地域懇談会」





















10 「第 7回栃木県市町村合併推進審議会　協議第 1
号」1 頁。これに続く説明では、2 市 6 町が合併





も直接行うことができるようになる」( 同 2 頁 )






運の高まりがあること、③平成 22 年 3 月の合併
新法の法期限内に合併を実現すること、などを考
慮すると、まずは実現性の観点から、先行して取




The purpose of this paper is to clarify the discussion about the mergers of municipalities in Tochigi Prefecture. 
Tochigi Prefectural Government set up “the Merger-Promoting Committee” in 2005, which was to make some plans 
for some combinations of the merger. 
The Committee proposed that the merger of “1 city (Tochigi) and 2 municipalities (Nishikata and Tsuga) “is an 
appropriate example in 2006. However, the Committee changed the proposal into the merger of “1 city (Tochigi) and 
5 municipalities (Nishikata, Tsuga, Ohira, Iwafune and Fujioka)” in 2006.
Moreover, the Committee added “1 city (Oyama) and 1 municipality (Nogi) “ to the plan of “1 city and 5 
municipalities” in the same year.
Finally, The Committee presented the opinions of both sides (“1 city and 5 municipalities” and “2 city and 6 
municipalities”) in its report.
（2008 年 11 月 4 日受理）
